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指定事業者の変更届等の事務手続きにかかる留意事項について 

届出提出・受付 

（１）事業所の指定 
   指定申請書の提出・受付・・・事業開始希望日の前々月の１５日まで 
 

（例）事業開始希望日が３月１日の場合 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
（２）事業所の指定更新 
   指定更新申請書の提出・受付・・・指定有効期間満了日の前々月の末日まで 
   ※指定有効期間満了となる事業所には、提出・受付期限の前月の１５日前後に

通知文書を送付予定。 
    ※なお、指定更新を行うにあたって、他のサービスと合わせて指定更新を行う

ことができる。その際には、「有効期間をあわせて更新する旨の申出書」と

指定更新を行うサービスごとの申請書類の提出が必要。ただし、全く同じ書
類の場合は、省略可。 

    合わせて指定更新を行うことができる対象のサービスは、以下のとおり。 
    ・訪問介護相当サービス 

指定事業者訪問型サービス（訪問型サービスＡ－①） 
訪問介護（県の指定有効期間に合わせる場合のみ） 

    ・通所介護相当サービス 
体と脳の機能アップ教室（通所型サービスＡ－①） 
足腰機能アップ教室（通所型サービスＡ－②） 
地域密着型通所介護（担当：介護保険課） 
通所介護（県の指定有効期間に合わせる場合のみ） 

 
  （例）指定有効期間満了日が３月３１日の場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

書類提出〆切日 事業開始希望日

前々月

1月1日 1月15日 2月1日 3月1日

前月

指定有効期間満了日

1月31日

書類提出〆切日

通知文書
発送予定日

前々月 前月

1月1日 1月15日 2月1日 3月31日
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（３）事業所変更届 
    変更届の提出日（提出方法：メール可） 

・算定する単位数が増加する場合・加算体制を追加する場合： 
⇒変更しようとする月の前月の１５日まで 

・算定する単位数が減少する場合・加算体制を廃止する場合： 
     ⇒変更後直ちに 
   ・上記以外の場合 

     ⇒変更事由のあった日から１０日以内 
 
（４）事業所廃止（休止、再開）届 
    廃止（休止、再開）届の提出日（提出方法：メール可） 

    ・廃止または休止の場合 
     ⇒廃止または休止する日の 1か月前まで 
    ・再開の場合 
     ⇒再開した日から１０日以内 
 
（５）介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算 
   ・加算（計画書）の届出・・・４月１５日（月） 

＊計画書に不備がある場合訂正を行う。 
   ・加算の実績報告   ・・・７月末 

＊実績で賃金改善がなされていないとき、既に支給された加算の一部もしく 
は全部を不正受給として返還させること、又は加算を取り消すことがある。 

   ★提出先：山口市介護保険課へ１部(提出方法：メールのみ) 
 
 

届出書の添付書類等 

（１）定員や提供職員の員数の増減時 

項目 留意する点 

従業者の勤務の

体制及び勤務形

態一覧表 

厚生労働大臣が定める様式（標準様式６）等の一覧表提出 

相当サービスと緩和型サービスは、別作成で提出 

サービス提供実

施単位一覧表 

提供時間が変更した時に提出 

相当サービスと緩和型サービスは、別作成で提出 

資格証の写し 介護職員等新規者及び異動者分を提出 

代表者の変更 登記事項証明書を添付して変更届を提出 

役員の氏名及び住所の変更は届出不要 

事業所（施設）

の管理者の変更 

「事業所の管理者の経歴」は不要 

※管理者の氏名（フリガナ）・生年月日・住所及び郵便番号を、

変更届の「変更の内容」欄に記載してください。 
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（２）設備等面積の変更時 

項目 留意する点 

平面図（各室ご

との用途・面積

を明示） 

定員数増の変更時、設備の基準（サービス提供に必要な広さ）

を要確認 

※総合事業の変更がない場合でも、他のサービスの変更時に

は、利用者の必要な広さの確保が必要 

（例）県指定の通所介護もしくは、山口市指定の地域密着型

通所介護及び総合事業通所介護相当サービスと総合事

業通所型サービスＡ－①、②（緩和型）を一体的に運

営しているとき、１人あたり３㎡以上の面積の広さの

確保ができているかを確認のこと。 

 

（３）加算の変更時 

項目 留意する点 

事業費算定に係

る体制等状況一

覧表 

変更のない項目を含めて○印を記載のこと 

 

・介護予防・生活支援サービス事業費算定に係る体制状況一覧表（加算等届）は、

第一号事業者変更届出書とともに提出のこと。 

 

 

緩和型サービスの加算（山口市独自）について 

●居宅内生活支援加算・・・通所型サービス（体と脳の機能アップ教室）のみ算定可 

 ・通所型サービスＡ－①の送迎時に居宅内において、生活支援を実施した場合、 

１回２００円の加算。 

・支援時間は２０分以内で、１日の算定は１回のみ。 

・あらかじめケアプランに支援内容の記載が必要。 

・支援内容は、重たいものの移動（例：買い物を冷蔵庫前や、勝手口までもって 

いく。）、灯油の継ぎ足し、電球の付け替え、ごみ出し等。 
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令和６年度介護報酬改定について 

（１）介護予防・生活支援サービス事業 

  ①基本報酬の見直し 

訪問介護相当サービス 現行 令和６年４月～ 増減 

訪問型独自サービス費Ⅰ 
週１回程度利用 

  １，１７６単位 

 

  １，１７６単位 

 

±０単位 

訪問型独自サービス費Ⅱ 
週２回程度利用 

  ２，３４９単位 

 

  ２，３４９単位 

 

±０単位 

訪問型独自サービス費Ⅲ 
週２回を超える利用 

  ３，７２７単位 

 

  ３，７２７単位 

 

±０単位 

 

緩和した基準の 

訪問型サービス 
現行 令和６年４月～ 増減 

訪問型独自サービス費 

Ａ－①Ⅰ 

週１回程度利用 

  １，０１１単位 

 

  １，０２０単位 

 

＋９単位 

訪問型独自サービス費 

Ａ－①Ⅱ 

週２回程度利用 

  ２，０２０単位 

 

  ２，０４０単位 

 

＋２０単位 

訪問型独自サービス費 

Ａ－①Ⅲ 

週２回を超える利用 

  ３，２０５単位 

 

  ３，２４０単位 

 

＋３５単位 

 

通所介護相当サービス 現行 令和６年４月～ 増減 

通所型独自サービス費１ 
週１回程度利用 

  １，６７２単位 

 

  １，７９８単位 

 

＋１２６単位 

通所型独自サービス費２ 
週２回程度利用 

  ３，４２８単位 

 

  ３，６２１単位 

 

＋１９３単位 

 

緩和した基準の 

通所型サービス 
現行 令和６年４月～ 増減 

通所型独自サービス費 

Ａ－①１ 

週１回程度利用 

  １，３３８単位 

 

  １，４６０単位 

 

＋１２２単位 

通所型独自サービス費 

Ａ－①２ 

週２回程度利用 

  ２，７４２単位 

 

  ２，９３０単位 

 

＋１８８単位 

通所型独自サービス費 

Ａ－②１ 

週１回程度利用 

  １，２５４単位 

 

  １，３９０単位 

 

＋１３６単位 

通所型独自サービス費 

Ａ－②２ 

週２回程度利用 

  ２，５７１単位 

 

  ２，８００単位 

 

＋２２９単位 
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②加算及び減算の新設 

【共通】 

・高齢者虐待防止措置未実施減算   所定単位数の１／１００ 

・業務継続計画未策定減算   所定単位数の１／１００ 

 ※業務継続計画未策定減算は、令和７年４月１日より適用開始。 

 

  【訪問型サービス】 

  ・口腔連携強化加算   ５０単位／回（１月に１回を限度） 

 

  【通所型サービス】 

  ・送迎減算   片道につき、４７単位／回 

  ・一体的サービス提供加算   ４８０単位／月 

 

  ③現行加算の見直し 

  【共通】 

  ・介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアッ

プ等支援加算 

   ⇒介護職員等処遇改善加算に一本化。 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ～Ⅳの単位数については下の表のとおり。 

    令和６年６月１日より適用開始。 

介護職員等処遇改善加算 訪問型サービス 通所型サービス 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 
所定単位数の 

２４５／１０００ 

所定単位数の 

９２／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱ 
所定単位数の 

２２４／１０００ 

所定単位数の 

９０／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅲ 
所定単位数の 

１８２／１０００ 

所定単位数の 

８０／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅳ 
所定単位数の 

１４５／１０００ 

所定単位数の 

６４／１０００ 
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    介護職員等処遇改善加算Ⅴの単位数については下の表のとおり。 

    令和７年３月３１日まで算定可。 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ 訪問型サービス 通所型サービス 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ１ 
所定単位数の 

２２１／１０００ 

所定単位数の 

８１／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ２ 
所定単位数の 

２０８／１０００ 

所定単位数の 

７６／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ３ 
所定単位数の 

２００／１０００ 

所定単位数の 

７９／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ４ 
所定単位数の 

１８７／１０００ 

所定単位数の 

７４／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ５ 
所定単位数の 

１８４／１０００ 

所定単位数の 

６５／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ６ 
所定単位数の 

１６３／１０００ 

所定単位数の 

６３／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ７ 
所定単位数の 

１６３／１０００ 

所定単位数の 

５６／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ８ 
所定単位数の 

１５８／１０００ 

所定単位数の 

６９／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ９ 
所定単位数の 

１４２／１０００ 

所定単位数の 

５４／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ１０ 
所定単位数の 

１３９／１０００ 

所定単位数の 

４５／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ１１ 
所定単位数の 

１２１／１０００ 

所定単位数の 

５３／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ１２ 
所定単位数の 

１１８／１０００ 

所定単位数の 

４３／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ１３ 
所定単位数の 

１００／１０００ 

所定単位数の 

４４／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ１４ 
所定単位数の 

７６／１０００ 

所定単位数の 

３３／１０００ 

   ※なお、従来の介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職

員等ベースアップ等支援加算は令和６年５月３１日まで算定可。 
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【訪問型サービス】 

  ・同一建物減算 

   ア 所定単位数の１５／１００ 

事業所と同一の建物に居住する利用者５０人以上にサービスを行う場合 

に適用。 

イ 所定単位数の１２／１００ 

正当な理由なく事業所と同一の建物に居住する利用者の割合が１００分 

    の９０以上の場合（事業所と同一の建物の利用者５０人以上にサービスを行 

    う場合を除く）に適用。 

 

  【通所型サービス】 

・同一建物減算   週１回程度利用で１月につき３７６単位 

            週２回程度利用で１月につき７５２単位 

   ※事業所が送迎を行わない場合については、上記の範囲内で減算。 

同一建物減算 現行 令和６年４月～ 増減 

通所型独自サービス費 

Ａ－①１ 

週１回程度利用 

  ３０１単位 

 

  ３０５単位 

 

＋４単位 

通所型独自サービス費 

Ａ－①２ 

週２回程度利用 

  ６０２単位 

 

  ６１０単位 

 

＋８単位 

通所型独自サービス費 

Ａ－②１ 

週１回程度利用 

  ３０１単位 

 

  ２９１単位 

 

－１０単位 

通所型独自サービス費 

Ａ－②２ 

週２回程度利用 

  ６０２単位 

 

  ５８２単位 

 

－２０単位 

 

  ・運動器機能向上加算、選択的サービス複数実施加算、事業所評価加算 

⇒一体的サービス提供加算の新設に伴い、廃止。 

 

（２）介護予防ケアマネジメント費 

  ①基本報酬の見直し 

 現行 令和６年４月～ 増減 

介護予防ケアマネジメント費 ４３８単位    ４４２単位 ＋４単位 

 

  ②減算の新設 

・高齢者虐待防止措置未実施減算   所定単位数の１／１００ 

・業務継続計画未策定減算   所定単位数の１／１００ 

 ※業務継続計画未策定減算は、令和７年４月１日より適用開始。 
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（３）その他、留意事項 

   サービスコード表につきましては、４月中旬頃までには本市ウェブサイトに掲

載します。

 


